
24年から4年までは年平均

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 0.85 0.84 0.87 0.94 0.98 1.00 1.01 1.04 1.08 1.17 1.19 1.19 1.01
4年度 1.05 1.04 1.07 1.06 1.02 0.95 0.97 1.04 1.08 1.03 1.13 1.09 1.04
5年度 1.02 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A 1.02

全国 1.32 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
宮崎県 1.45 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

（注）　令和４年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。（令和５年1月改訂）

　 宮崎所 延岡所 日向所 都城所 日南所 高鍋所 小林所 宮崎県

前々月 5年2月 1.61 1.37 1.31 1.91 1.13 1.30 1.62 1.46

前月 5年3月 1.57 1.31 1.29 1.91 1.09 1.15 1.49 1.46

今月 5年4月 1.37 1.22 1.18 1.75 1.02 1.08 1.30 1.45

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 397 339 396 419 423 430 401 428 415 556 487 585 5,276
4年度 512 429 547 406 430 432 460 427 424 446 560 478 5,551
5年度 438 438

4年度 29.0 26.5 38.1 ▲ 3.1 1.7 0.5 14.7 ▲ 0.2 2.2 ▲ 19.8 15.0 ▲ 18.3 5.2 前年同月比

5年度 ▲ 14.5 ▲ 14.5 (％)

農林漁業 建設業 製造業 運輸・郵便業 卸売・小売業 宿泊・飲食 医療・福祉 サービス業 その他 計

323 331 646 173 479 302 2,191 417 414 5,276

323 283 861 131 504 315 2,096 522 516 5,551

13 22 36 11 63 26 198 56 13 438

0.0 ▲ 14.5 33.3 ▲ 24.3 5.2 4.3 ▲ 4.3 25.2 24.6 5.2 前年同月比

▲ 40.9 ▲ 8.3 ▲ 32.1 ▲ 26.7 6.8 ▲ 16.1 ▲ 20.5 47.4 ▲ 38.1 ▲ 14.5 (％)

農林漁業 建設業 製造業 運輸・郵便業 卸売・小売業 宿泊・飲食 医療・福祉 サービス その他 計

3年度 6.1% 6.3% 12.2% 3.3% 9.1% 5.7% 41.5% 7.9% 7.8%
4年度 5.8% 5.1% 15.5% 2.4% 9.1% 5.7% 37.8% 9.4% 9.3%
5年度 3.0% 5.0% 8.2% 2.5% 14.4% 5.9% 45.2% 12.8% 3.0%

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 344 226 206 223 240 224 224 214 169 269 240 311 2,890
4年度 366 226 242 239 256 226 240 189 170 250 242 295 2,941
5年度 320 320

4年度 6.4 0.0 17.5 7.2 6.7 0.9 7.1 ▲ 11.7 0.6 ▲ 7.1 0.8 ▲ 5.1 1.8 前年同月比

5年度 ▲ 12.6 ▲ 12.6 (％)

2023(令和5)年4月
★各指標の推移★

（注）ハローワークインターネットサービスの拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設した
求職者数や、ハローワークインターネットサービスで探した求人に直接応募する「オンライン自主応募」による就職件数等が含まれている。

(注)▲は減。
以下同様。

●産業別の
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● 新規求人数の産業別構成比



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 1,079 1,042 1,039 1,079 1,155 1,173 1,186 1,192 1,175 1,333 1,394 1,520 14,367
4年度 1,423 1,387 1,360 1,337 1,302 1,215 1,241 1,247 1,230 1,203 1,374 1,419 15,738
5年度 1,352 1,352

4年度 31.9 33.1 30.9 23.9 12.7 3.6 4.6 4.6 4.7 ▲ 9.8 ▲ 1.4 ▲ 6.6 9.5 前年同月比

5年度 ▲ 5.0 ▲ 5.0 (％)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 1,269 1,244 1,198 1,153 1,178 1,176 1,170 1,143 1,090 1,144 1,167 1,281 14,213
4年度 1,354 1,329 1,274 1,259 1,275 1,279 1,279 1,196 1,137 1,167 1,213 1,307 15,069
5年度 1,321 1,321

4年度 6.7 6.8 6.3 9.2 8.2 8.8 9.3 4.6 4.3 2.0 3.9 2.0 6.0 前年同月比

5年度 ▲ 2.4 ▲ 2.4 (％)

管理 専門・技術 事　　務 販　　売 サービス 保　　安 農業漁業 生産工程 運　　輸 建設・採掘 運搬・清掃

0.00 1.58 0.38 1.61 2.36 1.50 2.33 2.24 0.83 2.09 0.31
0.00 2.15 0.99 0.83 2.53 0.30 0.50 2.04 0.38 1.00 0.25

管理 専門・技術 事　　務 販　　売 サービス 保　　安 農業漁業 生産工程 運　　輸 建設・採掘 運搬・清掃 合計

0 226,000 171,000 165,000 172,000 181,000 189,000 186,000 200,000 242,000 194,000 194,000

0 205,000 169,000 177,000 175,000 185,000 140,000 170,000 238,000 188,000 177,000 184,000

0 1,010 950 900 940 920 1,030 880 0 0 980 950

0 960 910 880 890 930 880 870 870 0 880 900

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 118 113 102 95 99 106 117 92 90 106 108 159 1,305
4年度 127 139 102 105 111 116 111 95 87 84 95 142 1,314
5年度 125 125

4年度 7.6 23.0 0.0 10.5 12.1 9.4 ▲ 5.1 3.3 ▲ 3.3 ▲ 20.8 ▲ 12.0 ▲ 10.7 0.7 前年同月比

5年度 ▲ 1.6 ▲ 1.6 (％)

3年度 40 34 48 26 39 33 43 31 23 30 26 46 419
4年度 46 62 33 29 44 41 32 30 28 25 30 36 436
5年度 32 32

（注1）「常用」とは、雇用契約において雇用期間の定めがないか、又は４カ月以上の雇用期間が定められているものです。
（注2） 「求人募集賃金」は、1カ月間に受理した求人の賃金（「常用的フルタイム」については基本給と定額的に支払われる手当の合計月額、「常用的パート」については基本給の時間額。）の平均値です。
（注3） 「求職者希望賃金」は、1カ月間に新たに求職申込をした人の希望賃金（時間額）の平均値です。数値が０となったものについては統計期間に対象がなかったため。
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 各月末平均

3年度 1,367 1,367 1,366 1,367 1,368 1,357 1,368 1,370 1,373 1,374 1,375 1,373 1,369
4年度 1,367 1,367 1,364 1,361 1,357 1,357 1,358 1,358 1,358 1,357 1,355 1,355 1,360
5年度 1,343 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A 1,343

4年度 0.0 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.8 0.0 ▲ 0.7 ▲ 0.9 ▲ 1.1 ▲ 1.2 ▲ 1.5 ▲ 1.3 前年同月比

5年度 ▲ 1.8 (％)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 各月末平均

3年度 14,855 14,978 14,990 14,977 14,928 14,950 14,920 14,923 14,852 14,771 14,775 14,745 14,889
4年度 14,496 14,745 14,833 14,787 14,759 14,776 14,764 14,811 14,774 14,688 14,688 14,642 14,730
5年度 14,444 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A 14,444

4年度 ▲ 2.4 ▲ 1.6 ▲ 1.0 ▲ 1.3 ▲ 1.1 ▲ 1.2 ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.7 前年同月比

5年度 ▲ 0.4 (％)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 348 314 181 185 142 187 170 149 114 142 163 169 2,264
4年度 348 381 248 161 163 186 184 188 119 174 197 185 2,534
5年度 309 309

4年度 0.0 21.3 37.0 ▲ 13.0 14.8 ▲ 0.5 8.2 26.2 4.4 22.5 20.9 9.5 11.9 前年同月比

5年度 ▲ 11.2 ▲ 11.2 (％)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 478 186 178 184 191 169 201 144 187 224 150 202 2,494
4年度 594 131 163 204 192 168 195 142 155 260 195 229 2,628
5年度 513 513

4年度 24.3 ▲ 29.6 ▲ 8.4 10.9 0.5 ▲ 0.6 ▲ 3.0 ▲ 1.4 ▲ 17.1 16.1 30.0 13.4 5.4 前年同月比

5年度 ▲ 13.6 ▲ 13.6 (％)

3年度 37 22 10 5 17 6 22 10 4 6 14 17 170
4年度 94 3 12 15 13 7 14 3 12 19 7 46 245
5年度 57 57

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 377 127 124 132 138 146 155 103 119 174 107 160 1,862
4年度 492 102 119 158 148 140 155 103 104 167 118 190 1,996
5年度 396 396

4年度 30.5 ▲ 19.7 ▲ 4.0 19.7 7.2 ▲ 4.1 0.0 0.0 ▲ 12.6 ▲ 4.0 10.3 18.8 7.2 前年同月比

5年度 ▲ 19.5 ▲ 19.5 (％)
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 134 86 69 64 80 66 76 72 57 84 74 61 923
4年度 165 105 70 71 85 73 80 55 59 82 65 89 999
5年度 138 138

4年度 23.1 22.1 1.4 10.9 6.3 10.6 5.3 ▲ 23.6 3.5 ▲ 2.4 ▲ 12.2 45.9 8.2 前年同月比

5年度 ▲ 16.4 ▲ 16.4 (％)
（注）平成３１年度１月～令和５年度４月の受給資格決定件数については速報値であり、修正があり得る。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 月平均

3年度 300 323 320 295 301 293 285 272 259 246 237 287 285
4年度 271 313 322 319 344 308 297 303 265 273 248 238 292
5年度 237 237

4年度 ▲ 9.7 ▲ 3.1 0.6 8.1 14.3 5.1 4.2 11.4 2.3 11.0 4.6 ▲ 17.1 2.4 前年同月比

5年度 ▲ 12.5 ▲ 12.5 (％)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計 （千円）

3年度 32,684 37,145 37,087 32,921 37,639 32,410 31,563 31,275 28,882 27,218 25,512 37,638 391,974
4年度 28,077 36,303 38,238 36,336 44,801 33,382 32,736 39,449 28,318 34,172 27,920 31,180 410,912
5年度 27,068 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A 27,068

4年度 ▲ 14.1 ▲ 2.3 3.1 10.4 19.0 3.0 3.7 26.1 ▲ 2.0 25.5 9.4 ▲ 17.2 4.8 前年同月比

5年度 ▲ 3.6 ▲ 3.6 (％)
（千円未満四捨五入）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計

3年度 25 40 33 31 19 22 33 30 25 18 16 33 325
4年度 12 54 51 19 38 25 28 31 28 16 17 25 344
5年度 24 24

4年度 ▲ 52.0 35.0 54.5 ▲ 38.7 100.0 13.6 ▲ 15.2 3.3 12.0 ▲ 11.1 6.3 ▲ 24.2 5.8 前年同月比

5年度 100.0 100.0 (％)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年度計 （千円）

3年度 9,313 14,533 12,533 11,654 6,057 7,071 10,364 10,750 7,693 6,215 5,381 13,292 114,856
4年度 4,000 20,912 22,978 7,166 15,977 11,180 9,733 11,747 10,427 5,823 5,931 11,744 137,618
5年度 9,575 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A 9,575

4年度 ▲ 57.0 43.9 83.3 ▲ 38.5 163.8 58.1 ▲ 6.1 9.3 35.5 ▲ 6.3 10.2 ▲ 11.6 19.8 前年同月比

5年度 139.4 139.4 (％)
（千円未満四捨五入）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原数値と季節調整値

  労働力調査のような月次統計には、例えば、農業就業者が春から夏にかけて増加し、秋以降減少していくといった、季節的な要因で毎年
同じような動きをするものがあり、これを季節変動と呼んでいます。
　月次統計を分析する場合に、「原数値」によってちょうど1年前の同じ月と比較する場合には、こうした季節変動を考慮する必要はあり
ません。しかし、例えば前月や前々月と比較する場合には、その変化が、景気変動によるものなのか、季節変動によるものなのか分かり
ません。このような季節変動を除去した数値が「季節調整値」です。（総務省統計局ＨＰ参照）
            （※季節調整値は毎年、遡及改定[労働力調査では過去10年分]されます。）

《用語解説》
●職業安定業務統計

【 一 般 】 「常用」と「臨時・季節」を合わせたものをいう。

【常用[労働]】 雇用契約において雇用期間の定めがないか又は４カ月以上の雇用期間が定められているもの（季節労働

を除く）をいう。

【臨時／季節[労働]】 「臨時」は、雇用契約において１カ月以上４カ月未満の雇用契約期間が定められている仕事をいい、

「季節」は、季節的な労働需要に対し、又は季節的な余暇を利用して一定の期間（４カ月未満、４カ月

以上の別を問わない）を定めて就労するものいう。

【新規学卒者】 卒業年の６月末日までに、公共職業安定所及び学校（職業安定法第27条の3及び第33条の2第1項第1号の

規定による学校）において取り扱ったものをいう。

【パートタイム】 １週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の所定労働時間に比し短

い者のことをいう。このうち雇用期間の定めがないか、又は４カ月以上の雇用期間によって就労する者
を「常用的パートタイム」、１カ月以上４カ月未満の雇用期間が定められているか、又は季節的に一定

の期間を定めて就労する者を「臨時的パートタイム」という。

【正 社 員】 パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者のこという。

【新規求職申込件数】 期間中に新たに受け付けた求職申込みの件数である。

【月間有効求職者数】 前月から繰越された有効求職者数（前月末日現在において、求職票の有効期限が翌月以降にまたがって
いる就職未決定の求職者をいう。）と当月の「新規求職申込件数」の合計数である。

【紹介件数】 求職者と求人の結合を図るため紹介した件数（他安定所からの連絡求人分への紹介を含む）である。

【就職件数】 有効求職者が安定所の紹介により就職したことを確認した件数である。

【新規求人数】 期間中に新たに受け付けた求人数（採用予定人員）である。

【月間有効求人数】 前月から繰越された有効求人数（前月末日現在において、求人票の有効期限が翌月以降にまたがってい

る未充足の求人数をいう。）と当月の「新規求人数」の合計数である。

【充 足 数】 有効求人が、安定所の紹介により求職者と結合した件数である。

【求人倍率】 求職者に対する求人数の比率である。「新規求人数」を「新規求職申込件数」で除して得た「新規求人
倍率」と「月間有効求人数」を「月間有効求職者数」で除して得た「有効求人倍率」の2種類がある。

【就 職 率】 求職者に対する就職件数の割合である。「就職件数」を「新規求職申込件数」で除して算出する。

【充 足 率】 求人数に対する充足された求人の割合である。全国計では「就職件数」を「新規求人数」で除して算出

し、都道府県別では「充足数」を「新規求人数」で除して算出する。

●雇用保険事業統計

【離職票提出件数】 雇用保険の基本手当、高年齢求職者給付金又は特例一時金の支給を受けようとする者が、公共職業安定
所に来所して離職票を提出した件数。

【受給資格決定件数】 離職者の提出した離職票に基づき、公共職業安定所長が基本手当、高年齢求職者給付金又は特例一時金

の支給を受ける資格ありと決定した件数である。

【初回受給者】 同一受給期間内における基本手当の第1回目の支給を受けた者の数と雇用継続給付の第１回目の支給を受

けた者の数を合わせたもの。

【受給者実人員】 求職者給付（高年齢求職者給付金及び特例一時金を除く。）及び就職促進給付（就業手当のみ）を受け
た受給資格者の実数である。

■総務省労働力調査

【労働力人口】 １５歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせた人口のことである。

【非労働力人口】 １５歳以上人口のうち、労働力人口以外の人口のことである。

【完全失業率】 労働力人口に占める完全失業者の割合(%)である。

【完全失業者】 次の三つの要件を満たす者をいう。
①仕事がなくて調査週間中に少しも仕事をしなかった（就業者とならなかった）

②仕事があればすぐ就くことができる
③調査週間中に，求職活動をしていた（過去の求職活動の結果を待っている場合を含む）
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【就職件数】 有効求職者が安定所の紹介により就職したことを確認した件数である。

【新規求人数】 期間中に新たに受け付けた求人数（採用予定人員）である。
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【臨時／季節[労働]】 「臨時」は、雇用契約において１カ月以上４カ月未満の雇用契約期間が定められている仕事をいい、

「季節」は、季節的な労働需要に対し、又は季節的な余暇を利用して一定の期間（４カ月未満、４カ月

以上の別を問わない）を定めて就労するものいう。

【新規学卒者】 卒業年の６月末日までに、公共職業安定所及び学校（職業安定法第27条の3及び第33条の2第1項第1号の
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い者のことをいう。このうち雇用期間の定めがないか、又は４カ月以上の雇用期間によって就労する者
を「常用的パートタイム」、１カ月以上４カ月未満の雇用期間が定められているか、又は季節的に一定

の期間を定めて就労する者を「臨時的パートタイム」という。

【正 社 員】 パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者のこという。

【新規求職申込件数】 期間中に新たに受け付けた求職申込みの件数である。

【月間有効求職者数】 前月から繰越された有効求職者数（前月末日現在において、求職票の有効期限が翌月以降にまたがって
いる就職未決定の求職者をいう。）と当月の「新規求職申込件数」の合計数である。

【紹介件数】 求職者と求人の結合を図るため紹介した件数（他安定所からの連絡求人分への紹介を含む）である。

【就職件数】 有効求職者が安定所の紹介により就職したことを確認した件数である。
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る未充足の求人数をいう。）と当月の「新規求人数」の合計数である。

【充 足 数】 有効求人が、安定所の紹介により求職者と結合した件数である。

【求人倍率】 求職者に対する求人数の比率である。「新規求人数」を「新規求職申込件数」で除して得た「新規求人
倍率」と「月間有効求人数」を「月間有効求職者数」で除して得た「有効求人倍率」の2種類がある。

【就 職 率】 求職者に対する就職件数の割合である。「就職件数」を「新規求職申込件数」で除して算出する。
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【離職票提出件数】 雇用保険の基本手当、高年齢求職者給付金又は特例一時金の支給を受けようとする者が、公共職業安定
所に来所して離職票を提出した件数。

【受給資格決定件数】 離職者の提出した離職票に基づき、公共職業安定所長が基本手当、高年齢求職者給付金又は特例一時金

の支給を受ける資格ありと決定した件数である。

【初回受給者】 同一受給期間内における基本手当の第1回目の支給を受けた者の数と雇用継続給付の第１回目の支給を受

けた者の数を合わせたもの。

【受給者実人員】 求職者給付（高年齢求職者給付金及び特例一時金を除く。）及び就職促進給付（就業手当のみ）を受け
た受給資格者の実数である。
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【労働力人口】 １５歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせた人口のことである。

【非労働力人口】 １５歳以上人口のうち、労働力人口以外の人口のことである。

【完全失業率】 労働力人口に占める完全失業者の割合(%)である。

【完全失業者】 次の三つの要件を満たす者をいう。
①仕事がなくて調査週間中に少しも仕事をしなかった（就業者とならなかった）
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けた者の数を合わせたもの。

【受給者実人員】 求職者給付（高年齢求職者給付金及び特例一時金を除く。）及び就職促進給付（就業手当のみ）を受け
た受給資格者の実数である。

■総務省労働力調査

【労働力人口】 １５歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせた人口のことである。

【非労働力人口】 １５歳以上人口のうち、労働力人口以外の人口のことである。

【完全失業率】 労働力人口に占める完全失業者の割合(%)である。

【完全失業者】 次の三つの要件を満たす者をいう。
①仕事がなくて調査週間中に少しも仕事をしなかった（就業者とならなかった）

②仕事があればすぐ就くことができる
③調査週間中に，求職活動をしていた（過去の求職活動の結果を待っている場合を含む）

注：③の条件は昭和25年に加えられ、それまでの「失業者」という用語の定義が変わったことを示すために完全失業者とされた。
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